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審査段階で特許クレームの明瞭性を評価する際、裁判所よりも低い明瞭性の閾値を 

USPTOが適用し続けることを明示した PTABによる審決 
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１．はじめに 

米国特許法第 112条(2)（第 112条(b)）は、クレーム発明の明瞭性について規定しています。

クレーム発明が明瞭か否かは、プロセキューション時には USPTO によって判断されると共に、

特許発行後の訴訟においては裁判所によって判断されます。ここで留意すべきは、明瞭か否かに

関し、USPTOによる判断基準と裁判所による判断基準とが異なることにあります。 
 

連邦最高裁判所は、Nautilus事件において、「不明瞭さを理由に特許クレーム発明が無効であ

ると認定するためには、特許明細書や出願経過を参酌して特許クレーム発明を読んでも、「解釈

が困難である（"not amenable to construction"）」又は、「解釈ができないくらい曖昧である

（"insolubly ambiguous"）」場合や、合理的に解釈しようとしても、当業者にとって、十分に詳

細かつ明瞭なクレーム範囲を画定することができなかった場合にのみ、当該クレーム発明は不明

瞭であると認定すべきと、判示しました。 
 

 このような状況下で、Ex Parte McAward事件において、PTABは、これまでのアプローチに

基づいて、クレーム発明が不明瞭であるか明瞭であるかを判断する旨の審決を下しました。本件

について詳細に以下に説明します。 
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